
平成28年度大分県歳入歳出決算審査意見書

第１章 審査の概要

第１ 審査の対象

平成28年度歳入歳出決算の審査の対象は、次のとおりである。

平成28年度大分県一般会計

平成28年度大分県特別会計

公債管理特別会計

母子父子寡婦福祉資金特別会計

中小企業設備導入資金特別会計

流通業務団地造成事業特別会計

林業・木材産業改善資金特別会計

沿岸漁業改善資金特別会計

県営林事業特別会計

臨海工業地帯建設事業特別会計

港湾施設整備事業特別会計

用品調達特別会計

第２ 審査の方法

平成28年度一般会計及び特別会計の決算審査に当たっては、審査に付された歳入歳出決算書、歳入

歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書について

１ 決算の計数は、正確であるか

２ 予算は、議決の趣旨に沿って、適正かつ効率的に執行されているか

３ 収入及び支出に係る事務は、関係法規等に準拠し、適正に処理されているか

４ 財産の取得、管理及び処分は、適正に行われているか

を主眼として、関係証書類と調査照合し、関係部局から説明を求めるとともに、必要に応じ事実確認調査を

行い、定期監査及び例月出納検査等の結果を踏まえて慎重に審査を実施した。
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第２章 審査の結果及び意見

第１ 審査の結果

１ 平成28年度一般会計及び特別会計の歳入歳出決算額は、関係証書類及び指定金融機関の収支金報告

書等と合致し、正確であると認められた。

２ 予算の執行、収入支出事務及び財産の管理等については、一部に留意又は改善を要するものが見受けら

れたものの、議決の趣旨及び関係法規等に従い、概ね適正に処理されているものと認められた。

第２ 決算の状況

平成28年度の当初予算は、「安心・活力・発展プラン2015」と大分県版地方創生に本格的取組をスタートさせる

大事な年として位置づけ、「安心」、「活力」、「発展」、「地方創生」の４分野において、これまでの成果の上に新た

な政策を積み重ね、ステップアップした大分県を目指すための予算が編成された。

また、４月の熊本地震からの復旧・復興に全力で取り組む一方で、国の補正予算を積極的に受け入れ、防災・

減災対策や子ども・子育て支援など新長期総合計画に掲げる施策の推進に取り組むとともに、景気回復を下支

えするための経済対策を講じた。

この結果、平成28年度歳入歳出決算は、一般会計で、予算現額6,331億3,866万3,000円に対し、歳入決算額

6,006億7,820万9,609円、歳出決算額5,844億6,810万2,024円となっており、その概要は次のとおりである。

歳入決算額は、前年度と比較して1.33％増加している。これは、地方消費税清算金が減少したほか、繰越金が

減少したものの、熊本地震からの復興に伴う九州観光支援交付金の増加などにより国庫支出金が増加したこと、

諸収入が増加したことなどによるものである。

歳出決算額は、前年度と比較して0.46％増加している。これは、芸術文化短期大学の改修や屋内スポーツ施

設の整備のための基金積立が前年度を下回ったことにより総務費が減少したほか、諸支出金が減少したものの、

熊本地震に伴う観光関連産業の復興対策事業の増加などにより商工費が増加したこと、土木費が増加したことな

どによるものである。

この結果、一般会計の歳入決算額から歳出決算額を差し引いた形式収支は、162億1,010万7,585円の黒字、

形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実質収支は26億8,178万2,761円の黒字となっており、

実質収支から前年度実質収支を差し引いた単年度収支は1,417万7,751円の赤字となっている。

また、大分県母子父子寡婦福祉資金特別会計など、10の特別会計をみると、その合計額では、予算現額

1,250億8,444万9,000円に対し、歳入決算額は1,244億9,622万3,743円、歳出決算額は1,231億3,873万7,011円と

なっており、前年度に比べ、歳入は12.49％の増加、歳出は12.97％の増加となっている。

この結果、特別会計の形式収支は13億5,748万6,732円の黒字、実質収支は13億5,648万6,732円の黒字であ

り、単年度収支は3億1,811万6,500円の赤字となっている。

第３ 審査意見

平成28年度の決算は、一般会計、特別会計ともに実質収支は黒字を確保したものの、一般会計の単年度収

支は、九州北部豪雨災害のあった平成24年度以来４年ぶりの赤字となった。財政健全化判断比率では、将来

にわたる負債の大きさを示す将来負担比率が159.3％と前年度に比べ2.3ポイント上昇したものの、県債の元利

償還金等がどの程度の財政負担となっているかを示す実質公債費比率は11.3％と前年度に比べ1.4ポイント

減少し、改善が見られる。
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しかしながら、少子高齢化や人口減少、地方創生の推進などにより、行政需要は益々増大していくものと予想

されるので、「安心・活力・発展プラン2015」に基づき、県民が主役の基本姿勢に立ち、「安心・活力・発展」の

大分県づくりを更に前進させるため、今後とも次の事項に留意し、引き続き限られた財源のなかで効率的で効果

的な行財政運営が行われるよう、強く期待するものである。

１ 行財政改革の推進と財政運営の健全化について

財政運営の健全化に向けては、平成27年10月に策定した「大分県行財政改革アクションプラン」に基づき、

県税の徴収強化等による歳入の確保や事務事業の見直しによる歳出削減などの改革に取り組んだ結果、財政

調整用基金の残高は、「大分県行財政改革アクションプラン」の目標額400億円を上回る417億円になるなど

成果を上げているところである。

県債残高については、繰上償還の実施や退職手当債の償還が進んだことなどにより、普通会計決算で残高

が前年度（１兆405億円）に比べて58億円（0.6％）減の１兆347億円で、３年連続の減少となった。また、地方交付

税の振替である臨時財政対策債を除いた実質的な残高も前年度（6,569億円）に比べて148億円（2.2％）減の

6,421億円で、15年連続の減少となるなど、着実に削減が進んでいる。

しかしながら、少子高齢化の進展に伴う社会保障関係費の増大や社会資本の老朽化による保全費用の確保

など、財政環境は厳しく予断を許さない状態である。また、国では、平成32年度の基礎的財政収支の黒字化に

向け、「経済・財政再生計画」の枠組みの下、本格的な歳出改革に取り組むこととしており、今後の地方財政対

策の内容如何によっては厳しい状況が想定される。

このため、最少の経費で最大の事業効果を上げられるよう、常に事務事業の検証を行うとともに、「大分県行

財政改革アクションプラン」を着実に実行し、一層の行財政基盤の強化を図るなど、行財政改革の推進と財政

運営の健全化に努められたい。

２ 資産マネジメントの強化について

県有建築物や公共インフラ施設の老朽化は一層進行しており、次々に大規模改修や建て替えの時期を迎えて

いる。防災面においても県民生活に不可欠な施設となることから、「大分県公共施設等総合管理指針」に基づき、

定期的な点検・診断を行うとともに、施設総量の縮小や施設の長寿命化を着実に推進し、維持管理コストの削減

や平準化に努められたい。

また、平成28年３月に策定した「県有財産総合経営計画」に基づき、未利用財産の売却・貸付や広告収入の

拡大などに積極的に取り組み、更なる収入を確保するとともに、進捗状況に応じた利活用策の改善を行い、より

一層の資産マネジメントの強化が図られるよう努められたい。

３ 収入未済の解消について

一般会計及び特別会計の収入未済合計額は36億5,721万1,868円で、前年度に比べ4億35万1,513円

（9.87％）減少し、７年続けて前年度を下回った。

このうち、県税については、市町村に職員を派遣し、個人県民税の徴収対策を強化してきたこと等により、収

入未済額は18億1,606万3,490円となり、前年度に比べ3億1,078万8,765円（14.61％）と減少し、県営住宅使用

料についても、収入未済額が前年度に比べ減少するなど、各機関の努力により、一定の成果が得られている。

他方、前年度に比べて増加しているものもあり、収入未済額全体としては依然として多額であることから、今後

とも公平な負担と自主財源確保の観点から、引き続き収入未済の解消と新たな発生防止に努められたい。
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なお、主な収入未済額の状況は、次表のとおりである。

主 な 収 入 未 済 額 の 状 況

４ 財務事務の執行について

定期監査、臨時監査及び財政的援助団体等監査においては、財務事務の執行について、合規性、正確性は

もとより経済性、効率性、有効性の観点からも実施しているところである。その結果は一部に不適正な事例が認め

られたものの、概ね適切な処理が行われていた。

監査において、是正改善の必要性が認められた主な事項は次のとおりである。

これらの事例は、財産の日常点検やチェック機能が不十分であったこと、公金に対する意識や財務事務に関

する習熟度が不足していたことなどが原因と考えられるので、管理の適正化、審査・相談体制の強化、研修の充

実に一層努められたい。

(1) 財産の管理について

港湾施設において、使用許可を受けずに倉庫等を設置していた事例、毒物を施錠できる専用保管庫で

保管していなかった事例等が認められた。

(2) 会計事務について

特殊勤務手当において、支給対象とならない業務に対し手当を支給していた事例、公費で支出すべき旅費

を学校関係団体に負担させていた事例、港湾施設において、異なる区分の使用料単価により算定するなど

過小または過大に調定のうえ収納していた事例、受領した手数料等の現金を規則に規定する期間を超えて

保管していた事例等が認められた。

(3) 契約事務について

建物等事前調査委託において、調査面積の変更が必要であったにもかかわらず、変更契約を行なわなかっ

た事例、清掃業務委託において、契約書で定められた清掃の一部が履行されていないにもかかわらず、支払

が行われていた事例等が認められた。

増　減　額 比率

県 税 1,816,063,490 2,126,852,255 △310,788,765 △ 14.61
地域改善対策奨学金 119,827,302 119,130,513 696,789 0.58
加 算 金 108,290,393 107,920,308 370,085 0.34
県 営 住 宅 使 用 料 53,505,411 57,702,803 △4,197,392 △ 7.27
児 童 措 置 費 負 担 金 47,962,635 47,753,720 208,915 0.44
そ の 他 348,175,092 348,334,505 △159,413 △ 0.05
一 般 会 計 計 2,493,824,323 2,807,694,104 △313,869,781 △ 11.18
中小企業設備導入資金 1,020,188,968 1,025,048,968 △4,860,000 △ 0.47
母子父子寡婦福祉資金 99,903,405 100,374,884 △471,479 △ 0.47
沿 岸 漁 業 改 善 資 金 21,265,000 22,230,000 △965,000 △ 4.34
流通業務団地造成事業 11,846,715 91,835,000 △79,988,285 △ 87.10
そ の 他 10,183,457 10,380,425 △196,968 △ 1.90
特 別 会 計 計 1,163,387,545 1,249,869,277 △86,481,732 △ 6.92

3,657,211,868 4,057,563,381 △400,351,513 △ 9.87

特
別
会
計

一般会計・特別会計 合計

（単位：円、％）

区　　　　　　分 平成28年度収入未済額 平成27年度収入未済額
前年度対比

一
般
会
計
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